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労働時間の定義

使用者の指揮命令下にある時間 ⇔ 休憩時間
（休憩はfreeに行動することが許されている時間。当然、
労働から離れることを保障されている。）

手待ち時間（※いつでも指示があれば動ける時間として
待機している時間）、準備時間、研修時間も労働時間です。

手待ち時間の大半において労働密度が薄いことや、特定
の用務をこなしているわけではないことを理由に、実際に
特定の用務に要した時間以外を全て休憩時間と思われがち
ですが、労働から離れられない限り、手待ち時間全部が労
働時間となります。昼休みの電話・来客当番も同じです。

※固有の業務によっては労働基準監督署の許可を受けることで労働
時間規制の適用が除外になる場合もあります。

（労基法第41条第３号の監視又は断続的労働…宿直など）



作業服や制服の着替えに要する時間…職場到着後、作
業服への着替えや、安全装備の着用が使用者によって義
務付けられている場合、これらに要する時間は労働時間
にカウントしなければなりません。
※全員自宅から作業服や制服のまま（帰宅も含めて）通勤していいとなっ

ているとしたら…（個別具体的な判断）

また、着替えだけでなく、タイムカードを打刻するま
でに職場内で準備しておかなければならないことがある
としたら準備に要した時間は指揮命令下にあるとされ、
労働時間にカウントしなければなりません。

研修時間…実質的に参加が強制されているか否かで
判断します。実質的にというのは、研修を受けないと叱
責されたり、研修内容が業務との関連性が強く、参加し
ないと業務に支障が生じる場合などをいいます。



自動車での移動時間…
出勤後に事務所と取引先との往復に要する移動時間、取

引先から次の取引先への移動時間は、その移動時間が会社
のスケジュールに組み込まれている場合や、移動中も貴重
品の運搬等で十分な注意義務を負わされている場合はワン
マンであろうがツーマンであろうが使用者の指揮命令下に
あると評価され、労働時間となります。
※自宅と取引先との間を（事務所を経由せず）直行・直帰する場合は、
通勤時間として取扱います。

会社で行っている健康診断に要する時間…
会社が行っている「定期健康診断」に要する時間は労働

時間ではありません。その理由は定期健康診断などの一般
健康診断の目的が労働者自身の健康管理であるためです。
それに対して、「特殊健康診断」に要する時間は労働時

間とする必要があります。その理由は特殊健康診断の目的
が有害業務を原因とする健康障害の早期発見、防止である
ためです。



◇まとめ（労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ
き措置に関するガイドライン）

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時
間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示により労
働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。

労働時間に該当するか否かは、労働者の行為が使用者
の指揮命令下に置かれたものと評価することができるか
否かにより客観的に定まるものであること。

また、客観的に見て使用者の指揮命令下に置かれてい
ると評価されるかどうかは、労働者の行為が使用者から
義務づけられ、又はこれを余儀なくされていた等の状況
の有無等から、個別具体的に判断されるものであること。

（参考）出勤時刻から始業時刻までの時間、又は終業時刻から退勤時刻まで

の時間というのは、通常、使用者の指揮命令下に置かれている時間ではな
いと考えます。乖離した時間は無いに越したことはないですが、必要以上
に乖離が生じているときは（乖離の基準は特に規定されていませんが）、
実態調査が必要です。また、日々の労働時間は１分単位で把握します。



残業時間の集計方法

◆１日30分未満の残業時間は切り捨ててもよいですか。

答え×（１日単位では１分単位で集計を行い、月の累計で
30分単位で四捨五入することは許容されています。１日単
位で何分未満だと切り捨てていいという除外規定や解釈は
ありません。）

➡ 当月の残業時間において日々の残業時間を１分単位で合計し、それ

が30分未満であればその分を切り捨てることは構いませんが、30分以
上になれば１時間分に切り上げなければなりません。

◆残業時間分を後日の所定労働時間から差し引く（残業分だけ
早退させる）ことで残業時間をゼロにすることはできますか。
答え×（フレックスタイム制であれば、それが認められます
が（１ヵ月などの清算期間で総労働時間が法定労働時間を超えたか否かで判断するため）

通常の労働時間制度は１日単位、１週単位の両面で法定労働
時間が規制されているため（次のスライドで解説）１日単位で残業
実績が相殺によって消えることはありません。つまり、残業
分を後日の早退分と相殺することはできません。
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法定労働時間

◆ 日本における法定労働時間は、１日８時間、週40時間
（特例措置対象事業場は週44時間。以下同じ）。このよ
うに１日単位と週単位という両面から規制されています。

◆ 特例措置対象事業場とは、次に掲げる業種に該当する常
時10人未満の労働者（パート・アルバイトを含む）を使用する事業場です。
・卸売業、小売業、理美容業、倉庫業、不動産管理業、その他の商業
・映画の映写、演劇、その他興業の事業（映画製作・ビデオ制作の事業を除く）

・病院、診療所、保育園、社会福祉施設、浴場業、その他の保健衛生業
・旅館、飲食店、ゴルフ場、遊園地、その他の接客娯楽業

※労基法第40条（労基則第25条の２）

※ 常時使用労働者数は、企業全体ではなく、工場、支店、営業所等の個々の
事業場の規模で判断します。

◆ 所定労働時間は法定労働時間に収まる範囲で決定します。
法定労働時間をオーバーすると、時間外労働（法定残業）
となります。つまり、所定労働時間が法定労働時間を超え
ることはあり得ず、最初からオーバーする勤務シフトは
「時間外労働ありき」のシフトということになります。
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◆ 法定労働時間をオーバーすると、時間外労働（法定残
業）となり、オーバーした時間に対して割増賃金の支払
いが必要となります。
（注）通常、週40時間を超えると割増賃金が発生しますが、特例措置対象

事業場においては、44時間を超えたところから割増賃金が発生します。
しかし、１日単位では８時間を超えたところから割増賃金が発生する

点は両者とも共通しています。

◆ 中小企業も令和５年４月１日から月60時間を超える
時間外労働に対しては、割増賃金率を５割以上に引き上げ
なければならなくなります。

◆ 時間外労働は、企業規模、労働者数を問わず36協定の
締結・届出なしに行わせることはできません。また、協
定した上限時間を１分でもオーバーさせてはなりません。

◆ 週40時間というのは、「カレンダーのどの週において
も…」という意味です。しかも、年間52週もあります。
完全週休２日制が困難な場合はどうしたらいいでしょう
か？（➡変形労働時間制やフレックスタイム制の導入を検討します）
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◆ 変形労働時間制
一定の期間（以下、対象期間）の総労働時間をその期間の

週数で割った（平均した）ときの時間が40時間以下になっ
ていれば、週40時間以下になっているとみなせる制度です。
計算式
１週間の平均労働時間＝対象期間中の総労働時間÷週数

（週数：対象期間の暦日数÷７日）

≦40時間
◆ 変形労働時間制は、設定する対象期間の長さによって主に
１ヵ月単位の変形労働時間制と、１年単位の変形労働時間制
の二種類あります。
※１週間単位というのもありますが、経験上、私自身は目にしたことがありませんので

今回は割愛させていただきます。

▪ １ヵ月単位とは、対象期間が１ヵ月以内の期間。以内と
ありますが、実質的に毎月シフトを作成している場合は
１ヵ月（給与の計算期間）をイメージしてください。

（労基法第32条の２）
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◆ １ヵ月を平均して週40時間以下になっていなければな
らないということは、１ヵ月（各月）に何時間まで所定労
働時間を設定することができるかを算出したのが下表です。
《週40時間の場合》

31日の月 40時間×週数（31日÷７日）＝177.1時間
30日の月 40時間×週数（30日÷７日）＝171.4時間
29日の月 40時間×週数（29日÷７日）＝165.7時間
28日の月 40時間×週数（28日÷７日）＝160時間
※１年間だと40時間×（365日÷７日）＝2085.7時間

《週44時間の場合（特例措置対象事業場）》※少数点以下第２位を切捨て

31日の月 44時間×週数（31日÷７日）＝194.8時間
30日の月 44時間×週数（30日÷７日）＝188.5時間
29日の月 44時間×週数（29日÷７日）＝182.２時間
28日の月 44時間×週数（28日÷７日）＝176時間
※特例措置対象事業場が変形労働時間制を導入する場合、一定の
制約があり、対象期間が１ヵ月を超える場合、法定労働時間が
週44時間から週40時間に切り替わってしまいます。（ルール）
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▪ １年単位とは、対象期間が１ヵ月を超え１年以内の期間。
製造業や業務請負の場合、取引先の年間就労カレンダーに
合わせて自社の１年間の労働日（１年間の総所定労働時間
≦１年間の法定労働時間2085.7時間➡前スライド）を決定され
ていることもあろうかと思います。（労基法第32条の４）

◆ ［変形労働時間制の導入手続について］
事実上、対象期間を平均して週40時間に収まっていたと

しても、変形労働時間制を適切に手続きしていないと所定
労働時間が週40時間（法定労働時間）を超えているという
違反になりかねません。是正勧告書の例文から何が足りな
かったのかを解説いたします。

＜是正勧告書の例＞
労基法第32条第１項（労基法第32条の２第２項）
法定の除外事由（１ヵ月単位の変形労働時間制に関する

協定・届出又は就業規則その他これに準ずるものへの定め
）なく、１週間40時間を超えて労働を行わせていること。

カッコ内は届出条文
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【補足】
＊ 定める内容は、『勤務の種類ごとの始業・終業時刻及び
休日並びに当該勤務の組合せについての考え方』、『勤務
割表の作成手続き』及びその『周知方法』です。

＊ 手続きをしていないと、毎週40時間に収まっているか
どうか見ていくこととなり、オーバーしている週があれば
オーバーした時間は時間外労働となり、労基法第37条
第１項（割増賃金）違反も成立してしまいます。

《１ヵ月単位の変形労働時間制において、対象期間を各月（１ヵ月）とし
ているが、付与する休日を４週６日と定める場合（応用事例）》
就業規則で１日の所定労働時間を〇時間、休日の日数を４週６日、１ヵ

月単位の変形労働時間制の対象期間を１ヵ月（毎月〇日起算）と規定する
場合、果たして１ヵ月の所定労働時間数が法定労働時間に収めるには１日
の所定労働時間を何時間以下にしないといけないだろうか。
➡休日の日数を４週（＝28日）から各月の暦日数に換算して確認します。
30日の月〇時間×23.57日労働（30日÷28日×22労働日）≧法定171.4時間
31日の月〇時間×24.36日労働（31日÷28日×22労働日）≧法定177.1時間
28日の月〇時間×22日労働（28日÷28日×22労働日）≧法定160時間

〇＝7.27時間（７時間16分）
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＜是正勧告書の例（特例措置対象事業場）＞
労基法第40条第１項（労基則第25条の２）
法定の除外事由（１ヵ月単位の変形労働時間制に関する協

定・届出又は就業規則その他これに準ずるものへの定め）な
く、１週間44時間を超えて労働を行わせていること。

【補足】
＊ 繰り返しになりますが、特例措置対象事業場が１年単位
の変形労働時間制を採用すると、法定労働時間は制度上、
週40時間を適用することとなりますので注意が必要です。

＊ 特例措置対象事業場となるか否かは独立した事業場［事
業（部門）］ごとに判断します。継続一括や特例措置対象
業種に応じた労働保険関係が成立しているか、従たる事業
場に管理監督者以上の責任ある立場の人を設置しているか
など総合的な視点で判断します。

カッコ内は届出条文
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＜是正勧告書の例＞
労基法第32条第１項（労基法第32条の４第４項）
法定の除外事由（１年単位の変形労働時間制に関する協

定・届出）なく、１週間40時間を超えて労働を行わせてい
ること。

《１年単位の変形労働時間制に関する協定届の提出方法》
①協定届（原本） ②協定書（写） ③年間就労カレンダー（写）

①、②、③を１組として提出します。受理印のある控えが必要な場合
は２部（控えの①は写でOK）提出してください。

カッコ内は届出条文

カレンダー
（★年間の
所定休日を
確認するた
めに必要）



15

１日と１週の定義

１日
・原則の１日 午前０時から午後12時まで。
・例外の１日 深夜から翌朝にまたいで結局２日にわたっ
て継続勤務が行われた場合、１勤務として勤務の全体が
始業時刻の属する日の労働とします。例えば午後６時か
ら翌朝６時まで休憩を１時間挟んで勤務した場合、11
時間労働ということになります。午前０時を境に２日労
働になって（残業が発生しないことになる）わけではあ
りません。

１週
１週間の起算日を何曜日にするかは会社で自由に決める

ことができます。特に決めていなければ日曜日が起算日に
なり、日曜日から土曜日までが１週間となります。
このような日曜日から土曜日までの１週間のことを暦週

と言います。
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休憩の留意点

◆ 本資料の冒頭で、労働密度が薄くとも、いつでも指示
があれば動ける時間として待機している時間は労働時間に
当たると述べましたが、休憩時間といえるか否かは自由に
休息し得る環境にあるかどうかで判断します。

◆ 休憩時間は労働時間の途中に与えなければならず、始業
前、終業後に休憩時間を付与することはできません。
よって、労働者の方から休憩時間は要らないからその分、

早く退社させてほしいという要望があったとしても（悩ま

しいところかもしれませんが）聞き入れることはできません。

＜是正勧告書の例＞
労基法第34条第１項
労働時間が８時間を超えているにもかかわらず、労働時間

の途中に少なくとも１時間の休憩時間を与えていないこと。



17

法定休日と所定休日

◆ 法定休日について
少なくとも１週間に１日の休日（連続24時間の休業

ではなく、午前０時から午後12時までの休業（注：例外あり））
を与えなければなりません。その１週間に付与する１日
の休日を「法定休日」といいます。
なお、週の１日も付与することができない週が生じる

場合（人手不足やその他の要因）、（あくまでも例外と
いう位置付けですが）４週のスパンで４日を付与するこ
とも認められています。➡極端に言えば24日連続労働、その後４日休日

それでもなお、やむを得ない理由で４週４日を付与す
ることも困難なケースが見込まれる場合は、最後の手段
として、休日（法定休日）を確保することができない事
由を明確にし、36協定を締結して、労働基準監督署に
届け出をします。これにより、休日労働を命じることが
可能になります。

（注）８時間三交替連続作業の場合、各
番方の交替が規則的で、勤務割表により
その都度設定されるものでなければ、継
続24時間でも可となる場合があります。
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◆ 次に「所定休日」について
労基法では「休日」とだけ表現されていれば第35条の

定義にある「１週間に１日の割合で付与する法定休日」を
指します。ところが、一般的には「所定休日」という言葉
も使われています。所定休日とは何でしょうか。

➡所定休日とは会社で定めた休日のこと。
会社は、法定労働時間である週40時間（or週44時間）

を履行しなければなりませんので、仮に１日８時間労働と
した場合、４週４日の休日だけだと週48時間労働となっ
てしまいます。
つまり、休日を増やさないと労基法に則った勤務シフ

トが成立しないので、週40時間に収まるように法定休日
の他にもう何日分か休日を設けないといけません。
このような事情から所定労働時間が８時間かそれに近い

社員には、毎月８日程度の休日を設定しているのです。
このように（法定休日を含めるか否かは定かではありませんが）各

会社が定めた休日を一般的には所定休日と言っています。
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◆ 法定休日の定め方・解釈
法定休日は、一般的には日曜日や祝日と思われがちで

すが、会社の決めで何曜日としても構いません。
特段、曜日を定めていない場合は、何日間か設けられ

ている休日のうち、“後に来る休日“が法定休日と解釈さ
れています。具体的には次によります。
①毎週土日が休日の事業場で、法定休日が特定されて
いない現況において、土日の両方とも出勤した場合、
暦週（日曜日から土曜日までの１週間）において後に
来る休日が法定休日となりますから、土曜日が法定休
日労働、日曜日が所定休日労働ということになります。

暦週 日（所定休日）月火水木金土（法定休日）

②法定休日を４週４日と定めている事業場の場合、あ
る休日に労働させたことにより、以後４週４日の休日
が確保されなくなるときは、当該休日以後の休日が法
定休日となります。所定休日➡…➡所定休日➡法定休日➡法定休

日➡法定休日➡法定休日（最後に４週４日の休日）
（注：労基法第35条は、あくまでも①を原則としています）
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◆「法定休日」と「法定休日を除く所定休日」の違いに
ついて

法定休日にやむを得ず労働する休日労働と、法定休
日を除く所定休日にやむを得ず労働する休日労働とは
その取扱いが厳格に異なります。

法定休日に労働する休日労働は、何時間働こうが休
日労働で、時間外労働という概念から除外されていま
す。割増賃金率も終日３割５分増し（以上）と決まっ
ています
一方、法定休日を除く所定休日に労働する休日労働

は、休日労働ではなく、時間外労働に加算します。つ
まり、所定休日に出勤することで１日８時間・週40時
間を超えることとなる場合は、超えた時間に対し、２
割５分（以上）の率の割増賃金の支払いが必要になり
ます。
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＜是正勧告書の例＞
労基法第35条第１項
▪ 休日労働に関する協定・届出がなく、週１回の法定休
日労働を行わせていること。

▪ ３６協定で定める休日労働の日数を超えて休日労働を
行わせていること。

休日労働に関する
協定部分

１ヵ月に〇日
（日数制限）



フレックスタイム制
◇ 「法定労働時間の総枠」の範囲（注）で３ヵ月以内の一定の期
間（清算期間）の総労働時間を定めておき、労働者がその範囲
内で各日の始業・終業時刻及び労働時間を自ら決めて働く制度。
注 法定労働時間が週40時間の会社の場合 （総枠＝暦日数÷７日×40時間）

注 法定労働時間が週44時間の会社の場合 （総枠＝暦日数÷７日×44時間）

１ヵ月単位 ２ヵ月単位 ３ヵ月単位

清算期間の
暦日数

法定労働時
間の総枠

清算期間の
暦日数

法定労働時
間の総枠

清算期間の
暦日数

法定労働時
間の総枠

３１日 177.1時間 ６２日 354.2時間 ９２日 525.7時間

３０日 171.4時間 ６１日 348.5時間 ９１日 520.0時間

２９日 165.7時間 ６０日 342.8時間 ９０日 514.2時間

２８日 160時間 ５９日 337.1時間 ８９日 508.5時間

１ヵ月単位

※特例措置対象事業場（法定労働時間が週44時間の事業
場）が、清算期間が１ヵ月を超えるフレックスタイム制
を採用する場合、法定労働時間は制度上、週40時間を適
用することとなります。
ついては、清算期間を２ヵ月単位、３ヵ月単位とする

場合の法定労働時間の総枠は上記の週40時間の表を適用
します。

清算期間の
暦日数

法定労働時
間の総枠

３１日 194.8時間

３０日 188.5時間

２９日 182.2時間

２８日 176時間

法定労働時間の総枠（下表）≧
清算期間における総労働時間（所定労働時間）



◇ 実労働時間が清算期間における法定労働時間の総枠を超
えない限り、時間外労働は発生しない（※清算期間が１ヵ月を超える場合を除く）

という特徴があります。１日８時間、週によっては40時間
を超えたとしても、その超えた時間が時間外労働になるわ
けではありません。本来、日をまたいだ残業の相殺はでき
ないところフレックスタイム制だと日、週又は月（※月は清算期間

を１ヵ月超とした場合）をまたいだ時間調整が行えます。

◇ 清算期間における総労働時間と実労働時間との過不足に
応じた賃金の清算を行います。
実労働時間の方が多かった➡
超過時間分の賃金（＋割増賃金）を追加払いします

実労働時間の方が少なかった➡
不足時間分の賃金を控除（欠勤扱い）して支払います（注）

（注）清算期間の総労働時間をもともと少なく設定していた場合は、不足時間
を次の清算期間に繰り越して、次の清算期間の総労働時間に合算することが
できます。ただし、合算後の時間（総労働時間＋前の清算期間における不足
時間）は、法定労働時間の総枠（前スライドの表）の範囲というルールが設
けられていますので、次の清算期間への繰越しができない場合もあります。

経験上、私自身は見聞きした
ことはありません…。

清算期間の総労働時間が
どうなるかで判断します

法定労働時間の総枠超えの時
間には割増賃金



◇ 日々、何時を始業とし何時を終業とするか、１日何時間
働くかは労働者自身の意思に基づきます。その条件の下、
フレキシブルタイム（始業時間帯・終業時間帯）、コアタ
イム（必ず勤務しなければならない時間帯）を設けること
ができます。コアタイムを設定しないことによって、労働
者が労働日を自由に選択できるようにすることも可能です。

【※設けるか否かは任意】

◇ フレックスタイム制の導入手順
◆ 就業規則に、始業及び終業の時刻を労働者の決定に委
ねる旨の他、下記の労使協定の内容を規定します。そし
て、変更後の就業規則を労働基準監督署に届け出ます。

◆ 労使協定を締結します。締結事項は、①対象となる
労働者の範囲、②清算期間、③清算期間における総労
働時間、④標準となる１日の労働時間（注）、⑤コアタイ
ム（※設けた場合）、⑥フレキシブルタイム（※設けた場合）

（注）④標準となる１日の労働時間とは、年休を取得した際に支払われる
賃金の算定基礎となる労働時間の長さを定めるもの。清算期間における
総労働時間を期間中の所定労働日数で割った時間を基準として定めます。



【手間増】清算期間が１ヵ月を超える場合の特別ルール
総労働時間の決め事である「(1)清算期間における総労働時間が法定労

働時間の総枠を超えないこと」の他に「(2)１ヵ月ごとの労働時間が週平
均50時間を超えないこと」という規制が加わります。(1)、(2)のいずれ
かを超えた時間は時間外労働（超える場合は要「36協定」）となります。
なお、(1)は(2)でカウントした労働時間を除きます。

（事例）清算期間を４月１日から６月30日までの３ヵ月間の実労働時間が４月
220時間、５月180時間、６月140時間になった場合、割増賃金はいつ何時
間分を支払わないといけないか。

（計算手順）
①各月の実労働時間が週平均50時間を超えているか。
➡４月が5.8時間（実労働220時間－上記の表214.2時間）超えている。５月、
６月は超えていない。４月の5.8時間分は４月給与の割増賃金として支払う。

②清算期間（４、５、６月で暦日数91日。法定労働時間の総枠は520時間）
を通じて、法定労働時間の総枠を超えて労働した時間（※①の時間を除く）
＝４月220時間＋５月180時間＋６月140時間－①の5.8時間－３ヵ月の総枠
520時間＝14.2時間。総枠超えは６月給与の割増賃金として支払う。

週平均50時間となる月間の労働時間数（暦日数÷７日×50時間）

月の暦日数 ３１日 221.4時間

３０日 214.2時間

２９日 207.1時間

２８日 200時間

※ここは限られた企業向け
のため資料紹介だけとし、
説明を割愛します



【届出について】
清算期間が１ヵ月を超える場合には、「清算期間が１箇月を超えるフ

レックスタイム制に関する協定届（様式第３号の３）」を労働基準監督
署に届け出ます。届出の際は、協定届に労使協定の写しを添付します。

【その他留意点】
● 休日労働（１週間に１日の法定休日労働）を行った場合には、休日
労働の時間は、清算期間における総労働時間や時間外労働とは別個の
労働実績として取り扱います。休日労働に対しては３５％以上の割増
賃金率で計算した割増賃金の支払いが必要です。

● フレックスタイム制を適用する労働者に関する36協定については
「１日」の延長時間について協定する必要はなく（欄には－（ハイフン）

を入れる）、「１ヵ月」、「１年」の延長時間を協定します。



みなし労働時間制

◇ 実際の労働時間を計算せず、労使の取り決めによる一
定の時間を働いたとみなす制度です。ある日の労働が労
使で取り決めた一定の時間より長くても、短くても、一
律、所定労働時間を働いたとみなされます。

（一見、簡便で、便利そうに思えますが…）

①みなし労働時間制の導入には厳しい条件がつきます。
②所定労働時間より長く働いているのに残業代が支払わ
れないと、トラブルになりかねず、①を逸脱していると
して未払い残業代について裁判を提起され、結果、無効
と判断されて未払い額だけでなく同一額の付加金の支払
い（労基法第114条）が命じられた例もあります。

◇ みなし労働時間制には三種類あります。
▪ 事業場外みなし労働時間制
▪ 専門業務型裁量労働時間制
▪ 企画業務型裁量労働時間制

会社の中（事業場内）での
みなし（※業務が特殊で、
限定的なので、今回は説明
を割愛します）



◇ 事業場外みなし労働時間制を導入することができるの
は、会社が労働時間の算定が困難な場合に限られます。
みなし労働時間制が有効と言えるためには次の①、②

をいずれも満たす必要があります。
① 複数人で外勤に従事する場合で、そのメンバーの
中に労働時間を管理する者（労務管理担当者など）
がいないこと

② 随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っ
ていないこと。

みなし労働時間制が作られた当時は、携帯電話やメー
ルなどが普及していなかったから適用できたのであって、
会社から電話がかかってきたときにすぐに応答しなけれ
ばならないのなら労働時間の算定が困難とは言えず、無
効と判断される可能性が高いと考えられます。よって、
事業場の外を飛び回っているからと言っても、訪問先、
帰社時刻等当日の業務の具体的指示を受けた後に外勤を
行い、その後、帰社する勤務形態は当てはまりません。



◇ 事業場外みなし労働時間制を導入した場合、労働時間の全
部が外勤である場合と、一部内勤がある場合とで労働時間の
算定の仕方が異なります。内勤時間は別途把握する義務があ
り、内勤時間をみなす取扱いはできません。

◆全部が外勤である場合（例：直行・直帰型、終日テレワーク）
①外勤業務の遂行に通常必要とされる時間（通常必要時間）が平均する
と所定労働時間以内である場合
➡「所定労働時間」働いたとみなします。（労基法第38条の２第１項前半）

②通常必要時間が、所定労働時間よりも長い場合
➡「通常必要時間」働いたとみなします。労基法第38条の２第１項ただし書

なお、②の場合は、「通常必要時間」を何時間とするか労使協定（事業場
外労働に関する協定）を締結しなければなりません。（労基法第38条の２第２項）

◆一部が外勤（一部が内勤）である場合（例：内勤➡外勤・直帰、直行・外勤➡内勤）

③通常必要時間と内勤時間を足しても所定労働時間以内である場合
➡「所定労働時間」働いたとみなします。（労基法第38条の２第１項前半）

④通常必要時間と内勤時間を足した時間が所定労働時間よりも長い場合
➡通常必要時間と内勤時間を合計した時間が労働時間となります。

（労基法第38条の２第１項ただし書）



［補足］
▪ 「事業場外労働に関する協定」を締結しなければなら
ないのは、②の通常必要時間（外勤業務の遂行に通常必
要とされる時間）が法定労働時間（１日８時間）を超え
る場合です。みなし時間を協定しますので、事業場外で
の業務の遂行にどの程度の時間が必要であるか、業務の
実態を踏まえて協議した上で決めることが適当です。
（労使協定の締結事項は、①対象とする業務、②みなし労働時間、③有効期間）

◆ ②の場合（みなし時間として１日８時間を超える）は、
(1) 36協定とは別に「事業場外労働に関する協定届（注１）

（様式第12号）」を労働基準監督署に届け出る、又は、
(2) 事業場外労働の協定の内容を三六協定に付記（注２）して

36協定を届け出ます。
（注１）事業場外労働に関する協定届（様式第12号）…該当労働者数、

１日の所定労働時間、協定で定める時間、協定の有効期間及び時間外
労働に関する協定の届出年月日

（注２）付記事項は「事業場外労働に関する協定で定める時間」だけです。
なお、36協定の様式には付記する欄が設けられていないので、様式に
細工をしなければなりません。



＜是正勧告書の例＞

労基法第38条の２第３項（労基則第24条の２）

法定労働時間を超える事業場外労働みなし労働時間制
を営業職員に適用しているにもかかわらず、事業場外労
働に関する協定をし、事業場外労働に関する協定届（様
式第12号）又は事業場外労働に関する協定内容を付記し
た36協定届を所轄労働基準監督署長に届け出ていないこ
と。

◇ 事業場外みなし労働時間制であっても、休憩、休日、

深夜（午後10時から午前５時まで）に関する規定の適

用はあります。よって、休日労働、深夜労働に対して

は別途割増賃金の支払いが必要です。



テレワーク

◇ テレワーク［Teleテレ（離れたところで）work（働
く）］は、いつものオフィスから離れて働くという意味
ですが、働く場所が変わるだけで、労働時間規制をはじ
め労働基準関係法令はこれまでどおり適用されます。
「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置
に関するガイドライン」もこれまでどおり適用されます。
・ＰＣの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎とし、
始業及び終業の時刻を確認すること

・労働者の自己申告により把握すること

《テレワークの形態》
業務を行う場所に応じて、在宅勤務、サテライトオフィス勤務（労

働者の属するメインのオフィス以外に設けられたオフィス）、モバイ
ル勤務（労働者が自由に働く場所を選択）に分類。
このうち、モバイル勤務は、公共交通機関の車内、機内であったり、

インターネットマンガ喫茶店、カラオケ店内などが考えられます。当
然、場所が場所なので情報漏えいには気を付けないといけません。



◇ テレワークの新規導入に当たって、一般的なイメージ
としてテレワークは、就業規則を変えないと行えないの
ではないかと思われるかもしれません。しかし、実際の
ところ、現行の就業規則の範囲内で行うテレワークであ
れば、就業規則を変更する必要はありません。
例えば、テレワークの時だけ始業、終業時刻、休憩時

間、休日、休暇、賃金の取扱いを変えるといった場合
（労基法第89条第１号・第２号）や、労働者に情報通信
機器、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合
（同条第５号）は就業規則を変更しないといけませんが
（変更後、導入）、これらが変わらないのであれば、現
在の就業規則のまま行っていただけます。

※費用負担の例としては、機器購入費、通信費（電話代、ネット代、
消耗品購入品、光熱費（電気水道代）などが挙げられます。

➡「テレワークモデル就業規則」で検索いただくと厚生労働省が作成
した青いパンフレット（ＰＤＦ）が上位にヒットしますのでテレワー
ク用に就業規則を作成される場合は参考にしてみてください。



時間外労働の上限規制

◇時間外労働の上限規制（法律による上限）
▪年720時間以下 ☚時間外労働のみ
▪複数月平均80時間以下 ☚（法定）休日労働を含めます
▪単月100時間未満 ☚（法定）休日労働を含めます

【備考】
▪ 所定休日労働は、時間外労働に計上します。
▪ 複数月（２～６ヵ月）平均80時間以下とは、当月から遡って
２ヵ月、３ヵ月、４ヵ月、５ヵ月、６ヵ月のどのスパンにおいても
時間外労働と（法定）休日労働との合計時間が80時間以下という
意味です。

▪ 海外出張者自身が所属している事業場が国内であれば、海外出張
者にも適用されます。
▪ 特別条項付き36協定に定める「特別の事情」は臨時的なものに
限るとされていますので、「一次的又は突発的に行わせるもの」及
び「全体として１年の半分を超えないことが見込まれるもの」でな
ければなりません。このような趣旨から特別条項付き36協定では
限度時間を超えて労働させることができる回数（月数）を協定する
ことになっていますが、その協定した回数を超えてもいけません。


